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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第61期

第３四半期連結
累計期間

第62期
第３四半期連結
累計期間

第61期
第３四半期連結
会計期間

第62期
第３四半期連結
会計期間

第61期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 63,293 61,163 28,352 27,637 75,707

経常利益 (百万円) 4,119 2,548 4,050 3,069 1,370

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,894 1,710 2,511 2,022 124

純資産額 (百万円) ― ― 62,584 62,677 60,981

総資産額 (百万円) ― ― 89,697 88,678 83,572

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,177.992,181.212,122.20

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 65.48 59.52 87.06 70.38 4.33

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 69.8 70.7 73.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,630 △2,178 ― ― 5,658

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,800 839 ― ― △2,547

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,080 △668 ― ― △1,084

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,088 5,357 7,365

従業員数 (名) ― ― 2,214 2,252 2,207

(注)１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 2,252

(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を

含む就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,789

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。
　

区分 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

暖房機器 9,903 1.0

空調・家電機器 163 △77.9

住宅設備機器 8,011 △3.6

その他 328 △6.5

合計 18,406 △4.1

(注) １　金額は、平均販売価格によって表示しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループは概ね見込生産方式を採っていますので、受注の状況については記載を省略しておりま

す。
　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。
　

区分 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

製品別売上高 　 　

　暖房機器 16,315 △0.8

　空調・家電機器 235 △66.7

　住宅設備機器 9,707 △2.9

　その他 1,306 16.0

小計 27,564 △2.5

　不動産賃貸 72 △1.8

合計 27,637 △2.5

(注) １　当第３四半期連結会計期間には、販売実績が10％以上を占める相手先はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

『当社グループの四半期業績の特性について』

当社グループの取扱商品は、通年商品の住宅設備機器のほか、夏物商品のエアコンを中心とした空調・

家電機器と冬物商品の暖房機器を取り扱っているため、業績にも季節的変動があり、売上高は第３四半期

連結会計期間に集中し、第１・第４四半期連結会計期間は少なくなる傾向になります。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の各種景気対策により一部回復の兆しは見ら

れるものの、新設住宅着工戸数、雇用、個人消費等の低迷が続いており、依然として厳しい状況で推移しま

した。当業界においては、原油価格は安定したものの、販売価格競争の激化に加え、景気先行き懸念を背景

とした個人消費の低迷などと相まって、厳しい状況で推移しました。

このような中、当社グループにおいては、秋から冬にかけて販売活動が集中する暖房機器については、

お客様の暖房手段が多様化する中で、石油暖房機器と電気暖房機器による「トータル暖房」を推進して

まいりました。販売の主力である石油暖房機器では、石油ファンヒーターの商品性能とアフターサービス

を強化したほか、灯油価格の安定と11月下旬からの気温低下が追い風となったこともあり、出荷台数は前

年同四半期を上回りました。しかし、お客様ニーズの変化などにより、高付加価値商品の販売が伸び悩み

ました。これにより、暖房機器の売上高は163億15百万円（前年同四半期比0.8％減）となりました。

空調・家電機器については、ルームエアコンの販売が冷夏の影響等から業界全体で大幅に低迷し、当四

半期においても流通在庫が過多となり、大手量販店等への追加納入が進まず苦戦いたしました。また、政

府のエコポイント制度により高効率機種の販売価格の下落が高効率機種以外に波及する状況も続き、販

売台数、販売価格とも前年同四半期に比べ大きく落ち込む結果となりました。これにより、空調・家電機

器の売上高は2億35百万円（前年同四半期比66.7％減）となりました。

住宅設備機器については、エコキュートのラインアップを充実させ、電力会社・ハウスメーカーとの強

力な販売体制を堅持し販売拡大に取り組んだほか、既築住宅リフォーム市場での販路拡大にも取り組み

ました。また、エコキュートにあわせてヒートポンプ式温水暖房システム等の提案も行うことで１物件当

たりの販売金額増加を図りました。しかし、景気や新築の住宅着工の低迷によりエコキュートの販売が伸

び悩み、販売価格競争も激化しました。石油給湯機については、潜熱回収型高効率石油給湯機「エコ

フィール」を発売し市場活性化に努め販売拡大に取り組んだ結果、灯油価格の安定等も追い風となり、買

い替え需要を中心とした回復傾向が見られました。また、家庭用ナノミストサウナについても、主要な営

業拠点内に開設した体験入浴ショールームを活用し販売拡大に取り組みました。これらの結果、住宅設備

機器の売上高は97億7百万円（前年同四半期比2.9％減）となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、276億37百万円（前年同四半期比2.5％減）となり

ました。また、利益面につきましては、原材料価格の上昇や販売価格競争の激化に対し、徹底したコストダ

ウン及び経費削減に努めてまいりましたが、営業利益は29億74百万円（前年同四半期比24.2％減）、経常

利益は30億69百万円（前年同四半期比24.2％減）、四半期純利益は20億22百万円（前年同四半期比

19.5％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当第３四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、第２四半期連結会計期間末と比べ62億95百万円増

加し、477億16百万円となりました。これは、受取手形及び売掛金の増加(195億87百万円から300億2百万円

へ104億15百万円増)、製品をはじめとするたな卸資産の減少(134億52百万円から89億89百万円へ44億62

百万円減)が主な要因であります。

受取手形及び売掛金につきましては、暖房機器の売上が第３四半期連結会計期間に集中することから

増加しております。たな卸資産につきましては、主に暖房機器の在庫の減少によるものであります。

　

(固定資産)

当第３四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、第２四半期連結会計期間末と比べ8億41百万円減少

し、409億62百万円となりました。これは、有形固定資産の減少(220億53百万円から217億61百万円へ2億91

百万円減)、投資その他の資産のその他の減少(23億56百万円から16億63百万円へ6億93百万円減)が主な

要因であります。

有形固定資産につきましては、取得による増加以上に償却が進んだこと及び柏崎工場の土地の一部の

売却が主な要因であります。

　

(流動負債)

当第３四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、第２四半期連結会計期間末と比べ39億30百万円増

加し、236億40百万円となりました。これは、支払手形及び買掛金の増加(151億1百万円から157億12百万円

へ6億10百万円増)、未払法人税等の増加(1億43百万円から10億2百万円へ8億58百万円増)、流動負債その

他の増加(38億50百万円から62億98百万円へ24億48百万円増)が主な要因であります。

支払手形及び買掛金につきましては、主に暖房機器の生産に伴う原材料等の仕入による増加でありま

す。

　

(固定負債)

当第３四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、第２四半期連結会計期間末と比べ2億68百万円減少

し、23億61百万円となりました。これは、企業年金基金の財政計算上の過去勤務債務(積立不足)を早期償

却したことによる退職給付引当金の減少(8億1百万円から5億66百万円へ2億35百万円減)が主な要因であ

ります。

　

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産の残高は、第２四半期連結会計期間末と比べ17億90百万円増加

し、626億77百万円となりました。これは、配当金の支払3億30百万円、当第３四半期連結会計期間の四半期

純利益20億22百万円により利益剰余金が増加(485億43百万円から502億88百万円へ17億44百万円増)した

ことが主な要因であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」(以下「資金」という。)は、第２四半期

連結会計期間末に比べ74百万円(△1.4％)減少し、53億57百万円になりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりで

あります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、4億円(前年同四半期と比べ1億74百万円減少)となりました。

これは、暖房機器等の販売の増加による売上債権の増加額104億15百万円などにより資金が減少した一

方、暖房機器等のたな卸資産の減少額44億62百万円、税金等調整前四半期純利益30億83百万円、その他負

債の増加額23億55百万円などにより資金が増加したことなどによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、1億39百万円(前年同四半期と比べ9億6百万円減少)となりました。

これは、主に余剰資金の運用により投資有価証券の売却による収入1億21百万円により資金が増加した

一方、有形固定資産の取得による支出2億80百万円により資金が減少したことなどによるものでありま

す。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、3億35百万円(前年同四半期と比べ24億34百万円減少)となりました。

これは、主に配当金の支払によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は2億5百万円であります。

なお、品種別の研究開発費は、次のとおりであります。

区分 研究開発費(百万円)

暖房機器 45

空調・家電機器 24

住宅設備機器 136

合計 205

また、当第３四半期連結会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

なお、第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に完了し

たものは次のとおりであります。

　

会社名 事業所名 設備の内容 投資額(百万円) 資金調達方法 完了年月
完成後の
増加能力

提出会社 三条工場他 金型 230 自己資金 平成21年12月 ―

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,342,454 29,342,454
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 29,342,454 29,342,454― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　 該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

   　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 29,342,454 ― 7,449 ― 6,686

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

607,400
― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

28,716,400
 

287,164
―

単元未満株式
 普通株式 

18,654
― ―

発行済株式総数 29,342,454 ― ―

総株主の議決権 ― 287,164 ―

(注)１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）

　含まれております。  

　　  ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式89株及び証券保管振替機構名義の株式が20株

　　　　　含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社コロナ

新潟県三条市
東新保７番７号

607,400 ― 607,400 2.07

計 ― 607,400 ― 607,400 2.07

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 980 1,2501,2541,2501,3501,2951,3181,2001,301

最低(円) 885 907 1,0901,0701,0951,1731,0701,1011,111

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,358 7,985

受取手形及び売掛金 ※２
 30,002 17,844

有価証券 663 －

商品及び製品 8,082 11,169

仕掛品 559 470

原材料及び貯蔵品 348 353

その他 2,869 2,517

貸倒引当金 △167 △141

流動資産合計 47,716 40,200

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 9,058

※１
 9,541

土地 10,589 10,705

その他（純額） ※１
 2,114

※１
 2,369

有形固定資産合計 21,761 22,616

無形固定資産 2,639 2,340

投資その他の資産

投資有価証券 15,023 15,860

その他 1,663 2,649

貸倒引当金 △126 △96

投資その他の資産合計 16,560 18,413

固定資産合計 40,962 43,371

資産合計 88,678 83,572

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 15,712 14,684

未払法人税等 1,002 142

製品保証引当金 533 627

製品点検費用引当金 93 112

その他 ※２
 6,298 3,947

流動負債合計 23,640 19,514

固定負債

退職給付引当金 566 1,262

役員退職慰労引当金 389 362

その他 1,405 1,452

固定負債合計 2,361 3,076

負債合計 26,001 22,590
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,449 7,449

資本剰余金 6,686 6,686

利益剰余金 50,288 49,176

自己株式 △796 △795

株主資本合計 63,628 62,517

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,368 △2,014

土地再評価差額金 416 479

評価・換算差額等合計 △951 △1,535

純資産合計 62,677 60,981

負債純資産合計 88,678 83,572
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 63,293 61,163

売上原価 45,665 44,810

売上総利益 17,627 16,353

販売費及び一般管理費 ※１
 13,966

※１
 14,038

営業利益 3,661 2,314

営業外収益

受取利息 215 139

受取配当金 143 50

その他 132 127

営業外収益合計 491 318

営業外費用

支払利息 18 5

為替差損 － 68

その他 14 10

営業外費用合計 32 84

経常利益 4,119 2,548

特別利益

固定資産売却益 － 182

投資有価証券売却益 12 2

その他 0 －

特別利益合計 12 185

特別損失

固定資産除却損 106 18

投資有価証券売却損 64 0

投資有価証券評価損 126 60

製品点検費用 450 －

製品点検費用引当金繰入額 226 －

その他 2 0

特別損失合計 976 80

税金等調整前四半期純利益 3,155 2,653

法人税、住民税及び事業税 1,010 1,056

法人税等調整額 251 △113

法人税等合計 1,261 943

四半期純利益 1,894 1,710
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 28,352 27,637

売上原価 19,083 19,306

売上総利益 9,269 8,330

販売費及び一般管理費 ※１
 5,344

※１
 5,355

営業利益 3,924 2,974

営業外収益

受取利息 72 41

受取配当金 18 15

その他 48 43

営業外収益合計 139 101

営業外費用

支払利息 7 1

売上割引 － 3

その他 5 0

営業外費用合計 12 5

経常利益 4,050 3,069

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 － 13

その他 － 0

特別利益合計 － 13

特別損失

固定資産除却損 38 －

投資有価証券売却損 3 －

投資有価証券評価損 11 －

その他 0 0

特別損失合計 53 0

税金等調整前四半期純利益 3,997 3,083

法人税、住民税及び事業税 923 941

法人税等調整額 562 118

法人税等合計 1,486 1,060

四半期純利益 2,511 2,022
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,155 2,653

減価償却費 1,621 1,351

のれん償却額 61 20

退職給付引当金の増減額（△は減少） △767 △695

受取利息及び受取配当金 △358 △190

支払利息 18 5

売上債権の増減額（△は増加） △10,302 △12,158

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,013 3,004

その他の資産の増減額（△は増加） 897 583

仕入債務の増減額（△は減少） 3,237 1,027

その他の負債の増減額（△は減少） 738 2,225

その他 223 △43

小計 1,539 △2,216

利息及び配当金の受取額 349 189

利息の支払額 △18 △5

法人税等の支払額 △240 △146

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,630 △2,178

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 99 619

有価証券の取得による支出 △500 －

有価証券の売却による収入 899 －

有形固定資産の取得による支出 △1,421 △839

有形固定資産の売却による収入 22 165

無形固定資産の取得による支出 △387 △247

投資有価証券の取得による支出 △3,010 △21

投資有価証券の売却による収入 1,516 1,180

その他 △20 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,800 839

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △664 △660

自己株式の取得による支出 △416 △0

その他 △0 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,080 △668

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,250 △2,007

現金及び現金同等物の期首残高 5,339 7,365

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,088

※１
 5,357
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日  至　平成21年12月31日)

会計処理基準に関する

事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準につきましては、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　

平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間

に着工した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書)

１　前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」として表示していた「為替差損」は、営業外費

用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することといたしました。なお、前第

３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は2百万円であります。

２　前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」として表示していた「固定資産売却益」は、特別

利益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することといたしました。なお、前

第３四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は0百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書)

　　前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」として表示していた「売上割引」は、営業外費用

総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記することといたしました。なお、前第３

四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「売上割引」は2百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１．一般債権の貸倒見積

高の算定方法

 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒

見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法

 
当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結

会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっており

ます。

３．固定資産の減価償却

費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 41,390百万円

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

　　　なお、当第３四半期連結期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高から除かれており

ます。

受取手形　　　　　1,167百万円

支払手形　　　　　　176百万円

流動負債その他　　　　1百万円

(設備関係支払手形)

○　偶発債務

　（保証債務）

　下記の会社の求償債務について保証を行っており

ます。

　鹿島建設㈱　　　49百万円

――――

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 40,569百万円

――――

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○　偶発債務

　（保証債務）

　下記の会社の求償債務について保証を行っており

ます。

　鹿島建設㈱　　　51百万円

○　受取手形裏書譲渡高

6百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

製品保証引当金繰入額 632百万円

給与手当及び賞与 4,135　

退職給付費用 338　

役員退職慰労引当金繰入額 23　

貸倒引当金繰入額 86　

減価償却費 214　

研究開発費 697　

○　当社グループの取扱商品は、通年商品の住宅設備機器

のほか、夏物商品のエアコンを中心とした空調・家電

機器と冬物商品の暖房機器を取り扱っているため、業

績に季節的変動があり、売上高は第３四半期連結会計

期間に集中し、第１・第４四半期連結会計期間は少な

くなる傾向になります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

製品保証引当金繰入額 533百万円

給与手当及び賞与 4,067　

退職給付費用 381　

役員退職慰労引当金繰入額 28　

貸倒引当金繰入額 58　

減価償却費 216　

研究開発費 539　

同左

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

製品保証引当金繰入額 4百万円

給与手当及び賞与 1,476　

退職給付費用 112　

役員退職慰労引当金繰入額 2　

貸倒引当金繰入額 58　

減価償却費 73　

研究開発費 229　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

製品保証引当金繰入額 21百万円

給与手当及び賞与 1,375　

退職給付費用 127　

役員退職慰労引当金繰入額 2　

貸倒引当金繰入額 26　

減価償却費 71　

研究開発費 205　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 3,734百万円

計 3,734

預入期間が３か月を
超える定期預金

△645

現金及び現金同等物 3,088

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 5,358百万円

有価証券 663

計 6,021

預入期間が３か月を
超える定期預金

△0

満期までの期間が３か月を
超える有価証券

△663

現金及び現金同等物 5,357

　

(株主資本等関係)

　当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,342,454

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 607,489

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 330 11.50平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金

平成21年11月13日
取締役会

普通株式 330 11.50平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会

計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月

31日)

「暖房・空調家電・住設事業」の売上高及び営業損益の金額が、それぞれ全セグメントの金額の90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
　
　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会

計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月

31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会

計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月

31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当

該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度末に比べて著しい変動が認めら

れます。

区分 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1) 株式 992 1,084 91

(2) 債券 　 　 　

    　社債 843 846 2

    　その他 3,899 3,054 △845

(3) その他 11,842 10,290 △1,551

合計 17,578 15,276 △2,302

(注)　「債券(その他)」の中には複合金融商品が含まれており、その評価差額は、当第３四半期連結貸借対照表のその他

有価証券評価差額金に計上しております。税効果控除後の評価差額金は△503百万円であります。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、余剰資金運用の一環としてデリバティブを組み込んだ複合金融商品を利用しておりま

す。複合金融商品の時価及び評価差額は(有価証券関係)に記載しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 2,181.21円
　

１株当たり純資産額 2,122.20円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 62,677 60,981

普通株式に係る純資産額(百万円) 62,677 60,981

普通株式の発行済株式数(株) 29,342,454 29,342,454

普通株式の自己株式数(株) 607,489 607,349

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 28,734,965 28,735,105

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 65.48円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 59.52円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,894 1,710

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,894 1,710

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 28,934,999 28,735,023
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 87.06円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益金額 70.38円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,511 2,022

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,511 2,022

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 28,845,935 28,734,965

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　第62期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の中間配当については、平成21年11月13日開催

の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議いたしました。

　　　　①　配当金の総額　　　　　330百万円

　　　　②　１株当たりの金額　　　11円50銭

　　　　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成21年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年2月13日

株式会社コロナ

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    福    田    　    厚    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    村    克    広    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社コロナの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コロナ及び連結子会社の平成20年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年2月12日

株式会社コロナ

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    福    田    　    厚    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    村    克    広    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社コロナの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コロナ及び連結子会社の平成21年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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